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　―　参議院の憲法的価値としての論拠　―　
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一、はじめに

　2007 年 7 月 29 日に第 21 回参議院通常選挙が行われた。投票率は前回

を若干上回り、58.64％であった。また選挙結果として、民主党ほか各野

党の獲得議席は過半数（121 議席）を超え、参議院において与野党逆転が

発生し、両院におけるいわゆる「逆転（ねじれ）現象」が今後継続するこ

とになった。

　こうした政治情勢の急変によって、しばらくの間、参議院はその存在感

を増していくであろう。しかし、その一方、これまで参議院は衆議院と協

調的存在であったため、憲法「改正」による参議院廃止、参議院権限の縮

小化を目指す見解があったことも事実である。

　そこで本稿では、政治情勢の変化とは一線を画し、規範論的アプローチ
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からそもそも日本国憲法における参議院の地位・役割について、再確認す

ることを試みたい。とりわけ国会において参議院が組み込まれた意味が、

衆議院多数派＝政権構築の対抗力として読み込まれるべきだとする立場か

ら、参議院の存在論拠を考察してみたい。

　二、参議院創設と創設期の活躍

1．強力な参議院の権能

　日本国憲法制定時に貴族院の代替議院として参議院設置が構想され、し

かもGHQの了解の下、民選型議院として新設されたことはよく知られて

いる1）。

　二院制を採る場合、一方の議院が国民主権の直接的発現機関として存在

し、また同時にこの議院に国家権能の優越権を与えつつ、他方の議院は第

一院とは異なる存在理由からその理由に対応した選挙制度を通じて構成さ

れ、同時に第一院よりも国家権能の点で一歩劣る地位が与えられる場合が

多い。

　日本国憲法上、衆議院の優越が定められ、参議院は第二院的性格を有し

つつも、参議院は国民代表機関（憲法 43 条 1 項）として性格づけられ、

また参議院選挙制度の憲法的与件として任期6年半数改選制（憲法46条）

ぐらいしか課せられなかったために、参議院の権能は比較憲法的にみても

かなり強力な国民代表型民選議院と評価しうる2）。

2．参議院の実績

　問題は実際の参議院が自己に割り当てられた強力な権能を行使しうる自

己の意思と環境があったか否かである。この問題をみるにあたっては、参

議院が独自に行動したか否かが一つの指標になる。参議院の議決対象は複

数あり、また立法過程も多様であるため、一般的に論ずるのは困難である。
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ここではまず法律案の制定についてみておこう。

　この表（1）にみるように、いわゆる 55 年体制確立期に至るまでは、参

議院は憲法の予定しているように、強力な参議院として振る舞ってきたこ

とが分かる。そのことは、参議院創設後、無所属議員を糾合した緑風会が

第一会派として、衆議院における政党状況とは異なる行動をとったことが

原因である。しかし、第三回目の参議院選挙時（1953 年 4 月 24 日）までに、

緑風会所属の各参議院議員は元来、保守系無所属議員であったこともあり、

既存保守系政党に入党合流することで緑風会は第一会派の地位を失い、逆

に参議院の政党化が著しく進行していった。実際、第 26 回国会「環境衛

生関係営業の運営の適正に関する法律案」につき、衆議院送付→参議院修

正回付／衆議院不同意→衆議院の再議決（1957 年 5 月 19 日）という事例

はあったが、こうした参議院の独自な法律否決・修正回付という態度は、

これ以降しばらくの間みることはできなかった。

　久しぶりに参議院の議決が政治的に大きな意味をもったのは、1990 年

代の政治改革のときである。細川連立内閣による政治改革関連四法の衆議

表（1）

事　　　案 件　数 備　　　考

参議院が衆議院において可決した
法律案を否決し、衆議院が再議決
した例

1件 第 10 回国会、「モーターボート競
争法案」1951 年 6 月 5 日

参議院が 60 日以内に議決をしな
かったため、衆議院が再議決した
例

1件 第 13 回国会、「国立病院特別会計
所属の資産の譲渡等に関する特別
措置法案」1952 年 7 月 30 日

衆議院で議決された法律案が参議
院で修正議決され、衆議院が回付
案に同意せず、再議決をした例

27 件 第 1回 国 会〔1947 年〕～第 26 回
国会〔1957 年〕

註）　浅野一郎編『国会入門』（信山社、2003 年）220 頁の表、参議院事務局『参議院先例
諸表』（平成 10 年版）四八六頁以下より筆者が作成した。なお、この表は 2007 年 9 月末
現在である。
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院の可決後、参議院側がこれを否決したが（1994 年 1 月 21 日）、政治改

革関連法案は同 29 日、両院協議会による成案を得て、衆参本会議で可決

されている3）。また、2005 年 8 月 8 日、参議院における郵政民営化関連法

案否決という事例もある。この事例は、小泉首相による衆議院解散により

当該関連法が廃案にされ、後に衆議院に再提出され、同法案は 10 月 14 日

に参議院で可決成立している。

　加えて参議院が政権構築過程において衆議院と異なる首班指名をした事

例もある。これまで4回記録されている（表〔2〕参照。2007年9月末現在）。

　また、参議院が人に対する決議の一種として、いわゆる問責決議を提出

する場合がある。これまで、102 件の問責決議が参議院より提出されたが、

第 143 回臨時国会（衆参逆転の「金融国会」）の参議院本会議において、

額賀福士郎防衛庁長官に対する問責決議が議決された例が 1件ある（1998

年 10 月 16 日）4）。その他、予算、決算につき参議院が否決したり、議決の

拒否、また両院協議会が開催された事例もみられるが、基本的には参議院

は 55 年体制前まで法律制定過程に積極的に衆議院とは異なる態度決定を

しており、またその後の重大な政局場面で一定の役割を果たしてきている

といえる。

表（2）

国会の議決日 衆議院指名首相 参議院指名首相

1948 年 2 月 21 日 芦田　均（民主党） 吉田 　 茂（自由党）

1989 年 8 月 9 日 海部俊樹（自由民主党） 土井たか子（日本社会党）

1998 年 7 月 30 日 小淵恵三（自由民主党） 菅　 直 人（民主党）

2007 年 9 月 25 日 福田康夫（自由民主党） 小 沢 一 郎（民主党）

註）　浅野一郎編『国会入門』（信山社、2003 年）223 頁の表をもとに筆者が作成した。
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三、参議院の憲法的価値

1．参議院の定点的民意反映機能

　参議院の存在理由として衆議院の「数の政治」に対する「理の政治」と

いわれることがある5）。しかしこれは後知恵的発想であろう。というのも、

憲法制定時の日本政府案（1947 年 3 月 2 日）では、参議院議員の構成に

つき「地域的又ハ職能別」で構成する参議院構想はGHQにより拒否され、

両議院とも公選制が要求されていた。また、国民の直接選挙を実現する選

挙制度の場面では「理」の部分よりも「数」のもつ意味が民主制的選挙の

土台の部分において優先されるべきであろう6）。そうみると参議院と衆議

院との異質な性格付けは、どこにあるのであろうか。

　選挙の場面において、憲法上、参議院が衆議院と異なるのは任期 6年半

数改選制である。また国家機構上、参議院に対する内閣の憲法的統制権限

は存在していない。つまり参議院に対し内閣は解散権を行使しえない。そ

こで参議院の憲法的意義として、必ず 3年ごとにその構成員の半数につき

選挙が行われることが重要な意味をもつ。かつて筆者はそれを参議院の

「定点的民意反映機能」と呼んだが7）、衆議院解散⇒総選挙実施、その時期

が内閣の自由意思によって決定されている現状をみれば、この視点は重要

である。というのも、参議院選挙は定期的に時間軸に沿って実施せざるを

えず、そこに内閣の意思が入る余地はないからである8）。

2．民選型議院の再確認

　参議院も全国民の代表機関である。このことは参議院が、①貴族院型、

②連邦型、③多角的民意反映型の内、③に属しながらも確実に第一院と同

様、国民意思を数の価値を通じて、国民の定時的意思としての代表要素を

自己に取り込むことを示している。

　しかし現状をみると、既存の選挙制度によって参議院の本質的規範要請
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である国民代表制が傷つけられている可能性がある。参議院選挙制度に関

していえば、次のことが指摘できる。

　第 1に、比例代表制選挙に関してである。旧全国区に代わって拘束名簿

式比例代表制（第 13 回参議院議員選挙／ 1983 年 6 月 26 日）、現在では非

拘束名簿式比例代表制（第 19 回参議院議員選挙／ 2001 年 7 月 29 日）に

かかわる問題である。

　この選挙制度の最大の欠陥は、比例代表選挙の部分（定員 48 名）につ

いて、有権者は名簿届出政党等（政党名）あるいは名簿届出政党等に係わ

る名簿登載者名（候補者個人名）のいずれかに投票することができる点に

ある。つまり、非拘束名簿式比例代表制が採用された結果、予め提出され

た名簿には当選順位が記載されず、名簿登載者の順位は有権者が投じた個

人票の過多に応じて事後的に順位が定められる。その場合、集票可能性が

高い候補者は、当選に必要な票を超えたときには、剰余分を自己が所属す

る政党票として活用させることができる。

　そのため、個人票レベルでは逆転現象が発生する。2004 年の参議院選

挙の場合、中村敦夫氏は個人別では 48 名中 21 位であったが、中村氏の政

党「みどりの会議」は当選基数に達しなかったため、かれは落選した。ま

た前回 2007 年の場合、民主党比例代表区の当選者数は 20 名であるが、最

低当選者である山本孝史氏の個人票は 67,612 票である。しかし、自由民

主党の武見敬三氏（順位 15 番目）＝ 186,616 票、社会民主党の山口たか

氏（順位 3番目）＝ 110,670 票、日本新党の有田芳生氏（順位 2番目）＝

159,814 票などは、政党獲得票数が少なかったため、民主党下位当選者よ

りも個人獲得票数が多いにもかかかわらず、それぞれ落選している9）。

　この日本独特な参議院非拘束名簿式比例代表制について、最高裁判所は

2004 年に合憲判断を下している。すなわち、最高裁判所は「名簿式比例

代表制は、政党の選択という意味を持たない投票を認めない制度であるか

ら、本件非拘束名簿式比例代表制の下において、参議院名簿登載者個人に
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は投票したいが、その者の所属する参議院名簿届出政党等には投票したく

ないという投票意思が認められないことをもって、国民の選挙権を侵害

（する）」10）とはいえないと判示している。

　第 2に、参議院選挙区選挙の一票の較差は未解決なままである。確かに、

参議院選挙区選挙において人口比例を求めるには、都道府県別＋半数改選

制＋ 2以上の偶数値の定数配分という与件が障害になるが、しかし既存法

制度の中で最大限の議員定数再配分が行われてしかるべきであろう。その

点、最高裁判所は参議院に一票の較差があることについては、これまで驚

くほど寛容である。最高裁判所は参議院選挙区選挙（旧地方区含む）につ

き、選挙権の平等侵害を理由に違憲判断を下したことはない11）。

四、第二院としての参議院の機能と役割

1．第二院の存在理由

　参議院が強力な権限をもっているという認識の下、衆議院の議席状況す

なわち、政権与党と参議院の議席状況とが一致している場合には、参議院

の強力な権限は表には出ない。ある法律の成立は、衆参与党の事前の話し

合いで調整済みだからである。政権与党が参議院に多数派をもたない、い

わゆる「逆転状況」があるとき、参議院が強力な権限を行使しうる。しか

も衆議院が法律案の再議決（憲法 59 条 2 項）に必要な 3分の 2未満の議

席しかない場合には、より一層参議院の存在価値が高まる12）。

　ウエストミンスター・モデル（多数決型）あるいは国民内閣制論からす

れば、第二院が強力な権限をもつことは望ましくないとみる。日本の場合、

1994 年 3 月に成立した政治改革関連法に伴う衆議院選挙制度の改革によ

って、小選挙区制を基軸とした新選挙制度（現在、小選挙区 300 議席＋

11 ブロックごとの比例代表制 180 議席）13）が打ち出されたが、その制度の

狙いは二大政党制を確立させることであった。
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　しかし、純粋に選挙制度の部面だけをいえば、二大政党制を確立させる

には制度上の制約が多すぎることに留意が必要である。

　表（3）からわかるように、衆議院はともかく参議院では二大政党制を

生み出す契機である小選挙区制は著しくその割合が低い。また、参議院 2

人区は 12 選挙区存在しているが、事実上、自民党と民主党がそれぞれ 1

人ずつ当選する無風区であり、これを小選挙区と同列に扱っても、小選挙

区／ 29 議席＋ 2人区／ 24 議席＝ 53 議席にとどまり、全体におけるその

商は、43.8％でしかない。逆に参議院選挙における比例代表部分と 3人区

以上の議席数を合算すると、比例代表／ 48 議席＋ 3人区以上／ 20 議席＝

68 議席であり、この値は全体の約 56.2％である。比例代表選挙制度が全

国単位で集計され、有権者の投票数に応じて48議席を比例配分することと、

3人区以上が準比例的機能を果たしている点からすれば、参議院選挙制度

は、二大政党制を構築する契機は希薄だと指摘しうる。

　つまりこの参議院の選挙制度の下、衆議院与党と参議院多数派が一致す

ること自体、至難の業である。政治改革の主眼の一つは、二大政党制の樹

立であり―そのこと自体、筆者は別の見解をもっているが、その先の目

的は、「国民→選挙→政党選択→多数派政党による内閣形成」、つまり議院

内閣制における衆議院総選挙を内閣の民主的正当性の契機にすることにあ

った。いわゆる衆議院総選挙一発主義的政権構想である。この立場をとる

国民内閣制の提唱者からすれば、「長い任期で解散もなく『理の政治』を

期待された参議院が、内閣の構成の仕方にまで大きな影響を与えるという

表（3）

議院名 総議席数 小選挙区の数 小選挙区の割合

衆議院 480 300 62.5%

参議院 121（242） 29（58） 23.9%

註）1　参議院選挙は 1回当たりの議員定数を総数とした。
註）2　参議院の小選挙区とは、定数 2人の選挙区のことである。1回当たりの選挙では 1
人区（小選挙区）となるからである〔筆者作成〕。
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ことが好ましいかどうか、一考の余地があろう」14）という指摘が出される

のも当然であろう。

2．第二院の憲法的価値

　小泉郵政解散（2005 年 8 月 8 日）は、参議院における郵政民営化関連

法の否決を直接的原因とした衆議院解散であった。小泉首相は、一定の政

策の適否につき、衆議院総選挙を媒介として事実上の国民投票を行ったと

いえる。この同じ時期にドイツにおいてもシュレイダー政権（SPD＋緑

の党／ 90 年同盟）が、第二院である連邦参議院において野党側（CDU／

CSU）が多数を握ったことにより、安定した政権運営が困難になったとし

て、第一院たる連邦議会を解散したことがあった15）。

　ドイツの連邦参議院は、先にあげた分類によれば②連邦型である。また

連邦参議院は国民代表機関ではなく、ラント政府（州政府）の代弁機関で

あり、その議員はラント首相・大臣が兼務する。そうした国家機関である

にもかかわらず、シュレイダー首相による連邦議会解散、連立与党の大勝

を目指した解散総選挙は、連邦憲法裁判所によって合憲とされつつも16）、

学説上厳しい批判が加えられてきた。中でも与党が連邦参議院で過半数を

有していないという状況を主たる解散原因とすることが、首相の建設的不

信任制度（基本法 67/68 条）を設けたドイツ基本法の下で、許容されるの

か否かという問題が提起された。そしてこの論点は、連邦参議院をどのよ

うに評価すべきかという問題と直結している。本報告に関連する点をいえ

ば、次のことが指摘できる。

　第 1に、連邦参議院の存在それ自体についてである。シュタルクは、一

連の解散劇の発端となったノルトライン＝ヴェストファーレン州議会選挙

における SPDの敗北、これに続く連邦参議院における連立与党の過半数

割れという局面において、改めて連邦参議院の存在根拠を次のように指摘

している。「確かに連邦参議院は二つに分かれた議会の同等な第二院では
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ない。しかし連邦参議院は連邦立法を制定する際に権限を有する権力分立

の本質的要素であり、その権限の内において各ラントより発する政治的意

思は束ねられ、政治的原動力として連邦議会、連邦政府といった統一的諸

機関と対抗していくのである」17）。このように捉えられた連邦参議院の存

在は、そもそも連邦議会の多数派とは別の構成が予定されており、だから

こそ連邦政府は連邦参議院の同意を必要とする法律の制定にあたっては、

連邦参議院との協調が本来求められていたはずである。いわゆる議会にお

ける協調型デモクラシーの再評価の問題である。

　第 2に、ドイツ基本法の構造問題と関連するが、プレビシットの課題で

ある18）。連邦首相による連邦議会解散が内閣／連邦議会（下院）との信任

性を表すとき、連邦首相の解散権行使は内閣の対議会責任にとどまらず、

対有権者との責任にまで及んでいると解される19）。その含意するところは、

連邦議会解散⇒総選挙の結果によって、国民が政党選択を通じて連邦議会

の議員選出のみならず、新しい政権形成に直線的関係性をもたせることに

ある。その限りで、ライプホルツが指摘しているように20）、連邦議会選挙

は行政権の担当者を決定するプレビシットの代替物である。

　しかし、憲法構造上、意識的にプレビシットを回避してきたドイツ基本

法は、連邦議会選挙それ自体がプレビシット的に作用することをもってプ

レビシットの限界としてきたはずである。また、連邦大統領の権限を名目

的にし、カンツェラー・デモクラシーの下、連邦首相の解散権行使をも限

定化した憲法環境において、連邦参議院の議席状況を忖度し、連邦首相が

国民に与党政策の実現を図るために連邦議会解散に打って出ることは、ド

イツ基本法上の代表民主制の観念とは一致しないといえる。つまり、連邦

参議院の憲法的価値は、プレビシットとは切断された議院が連邦議会と協

調しつつ、一つの立法機関を形成することにある。少なくとも、ドイツ連

邦参議院の存在意義は、連邦制を背後にしつつ権力分立の論理と反プレビ

シットの論理、この二つの基本線に沿ってその存在価値があるといえる。
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五、参議院の新たなる位置づけ

1．ウエストミンスター・モデルは理想的か

　日本国憲法上の制度的与件をみれば、参議院は、①任期 6年半数改選制、

②衆議院優越に伴う第二院的性格ぐらいしかない。また、従来いわれてき

た参議院の機能的側面からすれば、参議院は「理の政治」、「反省の院」で

ある。しかし、筆者が注目するのは、参議院に内閣が関与しうる制度的仕

組みが存在しないこと、参議院には内閣の解散権が及ばないことの意味で

ある。高橋和之は「参議院が重要法案を否決したとき、内閣は衆議院の解

散により国民の判断を仰ぎ、内閣支持派が勝った場合には参議院はその結

果を尊重するという慣行を確立するとか、あるいは、そのような選挙で 3

分の 2を獲得することも必ずしも困難ではない選挙制度を導入するとかの

方策を法律レベルで考える必要があろう」21）と述べている。

　おそらくそこに分水嶺がある。憲法 7条 3号による内閣の裁量的解散権

行使が憲法慣行上確立化している日本において、内閣（首相）による衆議

院解散⇒衆議院総選挙⇒内閣形成は、既存の衆議院選挙制度と相まってプ

レビシット的に機能する。もとより「ウエストミンスター・モデル」を理

念型とすれば、こうした議会と内閣との関係性は、国民の民主的正当性を

最大限享受した政策実現を可能にする制度として評価される。内閣の有す

る行政権を「法律の執行」に限らず、政策体系の実現と把握し、内閣と議

会との関係を「統治―統制」イメージで捉えるならば、議院内閣制にプ

レビシット的要素を組み入れることが、権力の民主的正当性の根拠として

不可欠の条件となるからである。

　となれば、当然、内閣の意思の及ばないところで機能する国家機関はな

るだけ少ない方が統治はしやすくなる。参議院が内閣の意思とは切断され

た議院として存在すること自体が、この制度設計者からは否定的に評価さ

れることとなる。首相／内閣は―参議院に内閣の解散権が及ばないとい
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う憲法典上の制約があるからこそ―衆参同日選挙に魅力を感じ続けてき

たのであろう。

2．プレビシット阻止要素としての参議院

　参議院が内閣の意思から切断された議院であることは、改めて注目すべ

きである。参議院が 3年ごとの定点的民意反映機能を果たし、内閣の解散

権が及ばず、それ自体として存在していること。その憲法的価値は、次の

3点にある。

　第 1に、国民サイドに立てば、国民は 3年ごとに参議院選挙を通じて政

権の政治のありように異議申立てが可能な水路が確保されていること。い

わば、内閣の統治に対する検証的あるいは監査的選挙が必ず行われること

である。

　第 2に、国会サイドに立てば、内閣が政治的に利用しうる解散権が参議

院に及ばないことによって、内閣によるプレビシット的政治利用の阻止要

素が参議院の存在自体に内在化している点である。「衆議院多数派＝内

閣」の図式ではなく、「国会対内閣」をあえて設定することにより、国会

の内閣／与党に対する統制権は確保することができるはずである。

　第 3に、国民代表機関たる参議院が内閣の解散権から切断された議院で

あることは、「衆議院多数派＝内閣」という図式に対抗的な議会像を描ける。

それは、内閣の強い意思に屈することのない参議院の存在そのものが、政

党協調型統治の土壌を養うことにつながる22）。

　参議院の存在が、政権党にとって不都合な状況を創出しているという認

識があるとすれば、まさに憲法はそうした状況を望んでいるのだとみるべ

きであろう。
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六、小　結

　日本の憲法学の世界では、プレビシットあるいは直接民主制論は、「権

力の民主化」に仕えるものとして好意的、少なくとも親和的である。筆者

がドイツ憲法理論を少しく勉強してきたためだろうが、ドイツではプレビ

シットは今なお危険な憲法理論という自覚はある。プレビシットの形態を

とったシュレイダー政権による連邦議会の解散は、政治的にも最悪の事態

を招いた。選挙の勝者ははっきりせず、結局、大連立政権が発足した―

事実上の野党の不存在。2007 年 7 月に行われた参議院選挙は、衆議院総

選挙によって信任されていない安倍連立政権への信任投票の意味ももって

いた。この選挙結果は、安倍連立政権への不信任であり、安倍連立内閣は

参議院において過半数を失なった―その後、2007 年 9 月 26 日、安倍政

権は倒れ、福田政権が誕生した。

　しかし参議院に多数派をもたない政権、それは憲法の予測範囲内の事態

である。もっといえば、両院の「逆転現象」は憲法が許容している。その

ことは、憲法構造上、衆議院の優越のほか、両院協議会の設置23）に端的に

みられている。二つの議院を支配する一つの政党の存在、それを支える見

解よりも、国民意思を忠実に反映した二つの議院の存在、この方に筆者は

憲法的価値があると考えている。何となれば、二つの議院はともに「全国

民を代表する」（憲法 43 条）国家機関であることに相違はないからである。

　【追記】
　　本稿は、「2007 年度日本選挙学会／分科会A法律・議会部会『現代議会政
における第二院の役割』」と題する私の報告・ワーキング・ペーパーを下に、
2007 年 7 月 29 日に行われた参議院通常選挙結果及び 2007 年 9 月 25 日に発
足した福田内閣成立の事情を加味して原稿化したものである。
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